様式第２号
令和８年度非正規雇用労働者等職業訓練委託業務 提案内容整理票
１　法人の概要

	法人名称
	

	代表者職・氏名
	

	法人所在地
	〒

	設立年月日
	年　　月　　日
	資本金
	円

	売上高
	円（　　年度　月期）
	税引前当期利益
	円（　　年度　月期）

	従業員数
	人（内、常勤職員　　　　　人）

	業務内容

	


２　提案科目
	訓練科名
	　　　　　　　　　　　　　　　科（　ヶ月）

	開講月
	
	定員
	定員：　　人（開講可能最少人数：　　人）

	訓練実施施設
（所在地）
	（所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


　
３　訓練内容
	訓練目標
(簡潔に3項目以内で記載)
	

	仕上がり像

（想定する就職先分野、職種）
	

	取得可能資格

	

	カリキュラム内容、指導方法で工夫した点(簡潔に記載)
	


４　正社員化等支援（正社員就職、賃金上昇等）
	目標とする正社員化等率
	　　　
　　


５　運営体制、指導体制、伴走支援体制

	運営体制
	訓練実施責任者
	職・氏名

	
	主な事務担当者
	職・氏名

	
	選考会責任者
	職・氏名

	指導体制
	常勤の担任講師
	職・氏名

	伴走支援体制
	伴走支援責任者
	職・氏名

	
	主な伴走支援担当者
	職・氏名


６　経費見積額（※通信機器貸与費が発生する場合のみ記載）
	通信機器貸与費 
	　　　　　　　　　　円（１人１月当たり経費：　　　　　　  円）

	通信機器貸与費の内訳
	項目
	金額
	割合

	
	パソコンリース・
レンタル費
	円
	％

	
	モバイルルーター
リース・レンタル費
	円
	％

	
	その他リース・
レンタル費
（※リース・レンタル内容を記載）
	円
	％

	
	小計
	円
	

	
	消費税
	円
	

	
	合計
	円
	

	
	　　　　　　　円
（１人１月当たり経費：　円）
	
	


＜記入に当たっての注意点＞
※Ａ４両面１枚に簡潔に分かりやすく記載すること。
１　法人の概要
・売上高、税引前当期利益：直近の年度の状況について記載すること。

２　提案科目

・科目名：当該訓練分野にて提案する「訓練科目の名称」、「実施地域」、「訓練期間」を記載すること。

・開講月：応募した枠のコース数毎に開講時期を記載。
　　　　　例：4コースの場合…①R8.5月、②R8.8月、③R8.11月、④R9.2月
・定員：別記①訓練計画より定員を記載するとともに、提案する開講可能最少人数（※）を記載すること。

※募集締切時の応募者が、企画提案書に記載した開講可能最少人数を下回っている場合、県と協議し、当該訓練コース（回）について中止することが可能。ただし、定員の2/3以下で設定すること。

定員15人：1人以上10人以下の任意の数
・訓練実施施設名：訓練を実施する具体的な会場名（施設・ビル・会社名等）及び所在地を記載すること。

３ 訓練内容
・「様式第３号」「様式第４号」をもとに記入すること。

４ 正社員化等支援

・目標とする正社員化等率：「様式第５号」と一致した率を記載すること。

６ 運営体制、指導体制、伴走支援体制

・「様式第８号」をもとに記入すること。

７　見積経費
・通信機器貸与費が発生する場合、通信機器貸与費と内訳：「様式第９号」と一致した金額を記載すること。
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